
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 ％ ％

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　ＡＡ Ｂ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。

　　　３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

（３） ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

　　　　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月

　　　　額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　※　平成３１年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続

　　　で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み
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（４） 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の

見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

［ 実施 未実施］

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。１級及び２級１２号給以下

は引下げなし。高齢層の高位号給は最大４％引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の

経過措置（現給保障）を実施。

②地域手当の見直し 実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

（支給割合）国基準６％に対し、河内長野市においても６％を支給。

 （実施時期）国基準改定なし

③その他の見直し内容

単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

（５）特記事項

特記事項なし

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

うち清掃作業員 歳 人 円 円 円

うち道路整備作業員 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

8

47853.3

国

区　　分

2

平均年齢

河内長野市

類似団体 319,252

河内長野市

329,433

56.0

42.3

43.4

大　阪　府

（国比較ベース）

*

354,813

42.3

43.4

区　　分

平均給料月額

321,320

320,485

*

315,757

287,312

330,037 393,81251.3

2,431 －

大阪府

類似団体

国

公務員

平均給与月額
平均給料月額平均年齢 職員数

平均給与月額

417,701

431,863

415,881

―

370,239

平均給与月額

411,123

374,336

376,449

368,857

364,943

329,380

408,968

392,585

（国比較ベース）

384,846

*

364,773

（Ａ）

55.7

平均給与月額

411,144

*

334,6254

50.9

41
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うち清掃作業員 廃棄物処理業従業員 歳 円

うち道路整備作業員 歳 円

うち清掃作業員 円 円

うち道路整備作業員 円 円

※適当なデータのないものについては、記載していません。また、個人情報保護の観点から対象職員数が1人又は2人の場合は、

　「*」で表示しています。

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成29～31年の3ヵ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、勤続期間、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

　ものではありません。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

＜技能労務職員の給与等の見直しに向けた取り組み方針について＞

　地方公共団体の技能労務職員の給与については、同種の民間事業の従業者に比べて高額になっているのではない

かとの批判があるところであり、総合的な点検を実施するとともに、民間事業者との均衡にも十分留意しながら、

給与の適正化を図っていくことが課題となっています。

　１．現状

　本市の技能労務職員の給与等の状況については、上記の２（１）②のとおりとなっています。

　２．これまでの取り組み

　これまで、技能労務職員の業務のうち可能なものについては民間へ委託し、あるいは業務内容を整理のうえ非常

勤職員の活用を図るなどの方法により、平成８年度以降は技能労務職員の新規採用を行わずに職員数の削減に努め

てきたところ、平成３１年４月１日現在で８人となっています。

　また、給与についても、平成１２年度、１７年度、２９年度にわたり、特殊勤務手当の見直しに取り組み、１１

種を４種に整理し、適正化に努めてきたところです。

　３．今後の取り組み

　今後についても、技能労務職員の新規の採用を抑制し、業務の民間への委託や指定管理者制度の活用などをより

一層推進し業務の整理・効率化を図るとともに、給与の適正化を図っていきます。

③教育職（幼稚園・小学校・中学校）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

※個人情報保護の観点から対象職員数が1人又は2人の場合は、「*」で表示しています。

④税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

359,720国

Ａ／Ｂ

類似団体

対応する民間

*

の類似職種

民間（Ｄ）

－

4,037,343

－

5,948,849

－

38.0

河内長野市

Ｃ／Ｄ

河内長野市

6,402,400

297,435

296,600

区　　分 年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ）

大　阪　府 38.5

参考

*

区　　分

－

1.47

－

*

平均給与月額

40.6

平均年齢

河内長野市

参考

平均年齢

民間

（国比較ベース）

356,177

436,869

414,477

区　　分

312,046

287,831

49.3

41.3

42.9

区　　分

394,291

河内長野市

平均年齢

類似団体

平均給料月額 平均給与月額

408,063

（Ｂ）

30.5

平均給与月額

1.37

平均給料月額

－

45.9

－

土工

*

－

363,601

327,255

平均給与月額

*

335,755

309,599
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⑤福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

⑥消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成３１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての　　　　　 

　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたも

　　　　の）で算出しています。

（２）職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　一般職の職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

362,819

－

350,000

304,200

247,600

468,600

444,900

410,200

393,000

381,000

１級

288,900

319,200

263,000

408,100

362,900

144,100

32.5

3.9

経験年数３０年

402,873

－

１号給の給料月額 最高号給の給料月額

経験年数２５年

384,354

－

8.4

4.7

194,000

40.7

河内長野市 42.6

区　　分

230,000

43.1

一般行政職

32

39.8

類似団体

高　校　卒

高　校　卒

124

職員数（人）

７級

課長補佐級

副理事級

係 長 級

部 長 級

区分

大　学　卒

平均給与月額

類似団体

河内長野市

187,200

大阪府

182,800

区　　分

平均年齢

平均年齢

国

0.0

158,300

大　学　卒

289,444

平均給料月額

148,500

38.6

構成比（％）

区　　　　　分

高　校　卒

河内長野市 313,032

158,300

304,205

21.7

18

―

経験年数２０年

５級

技能労務職

経験年数１０年

45

283,238

区　　　　分

３級

一般職員

課 長 級

15

0

11.8

153,267

65 17.0

副主査級

一般職員

一般行政職

４級

標準的な職務内容

８級

６級

２級

83

343,147

－

381,387

385,624

324,007

平均給与月額

（国比較ベース）

370,236

平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

412,231

399,031

365,664

353,901

180,700

148,600

－

国

平均給料月額

331,055

332,689
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（２）国との給料表カーブ比較表（一般行政職）（平成３１年４月１日現在）
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（３）昇給への人事評価の活用状況（河内長野市）

ロ 人事評価を活用していない

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～20％ ・役職加算　　５％～20％ ・役職加算　　５％～20％

・管理職加算　無し ・管理職加算　10％～25％ ・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（河内長野市）

（２）退職手当（平成３１年４月１日現在）

（支給率） 　自己都合  応募認定・定年 （支給率） 　自己都合  応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３０年度に退職した職員に支給された平均額です。

0.90

○

令和元年度中における運用

河　内　長　野　市

47.709

33.27075

イ 人事評価を実施した ○

上位、標準、下位の成績率 ○

1.85

1.45

昇給実績が
ある区分

○

上位、標準の成績率

1.85

○

平成31年4月2日から令和2年4月1日
までにおける運用

1,747

標準、下位の成績率

国

１人当たり平均支給額（平成30年度）
―

33.27075

活用している成績率

21,830

1.45 0.90

7,235

47.709

47.709

1,739

定年前早期退職特例措置（2％～45％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

１人当たり平均支給額

一般職員

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

○

標準の成績率のみ（一律）

1.85

１人当たり平均支給額（平成30年度）

○

24.586875

○

標準、下位の区分

○

2.60

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

活用している昇給区分
昇給可能
な区分

河内長野市

2.60

管理職員

2.60

管理職員

イ 人事評価を活用している

標準の区分のみ（一律）

1.45

一般職員

○

国大　　阪　　府

○ ○

昇給実績が
ある成績率

0.90

○

　活用予定時期

24.586875

○

昇給可能
な成績率

昇給実績が
ある成績率

昇給可能
な成績率

　活用予定時期

ロ 人事評価を活用していない

47.709

19.6695

28.0395

39.7575

47.709

19.6695

28.0395

39.7575

47.709
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（３）地域手当

（平成３１年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数） （ ）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給
　　　与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手
　　　当支給率）により算出。）

（４）特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

支給実績（平成30年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度） ％

手当の種類（手当数）

防疫作業手当 事務職員、技能労務職員 防疫作業 0 千円 1日　300円

行旅死病人収容 事務職員 行旅死病人の収容 取扱作業 病人1件 1,000円

取扱手当 死亡人1件　2,000円

死獣処理手当 事務職員、技能労務職員 死獣処理業務 千円 1件　300円

清掃作業手当 技能労務職員 清掃作業 千円 1日　500円

道路整備作業手当 技能労務職員 道路整備作業 千円 1日　200円

消防業務従事手当 消防職員 救急出場業務 千円 1回　150円

救急救命措置業務 千円 1回　800円

消火・救助・救護出場業務 千円 1回　300円

深夜の指令通信業務 千円 1当務　400円

特殊消防車両機関員業務 千円 1当務　200円

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１
日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）
であり、短時間勤務職員を含む。

（６）その他の手当（平成３１年４月１日現在）

円

円

円

円

45,803

49,418

扶養手当

210

99,356

629,546

千円

3

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算）

6

99.1

99.1

245

手当名

住居手当

通勤距離2km以上の職員に支給
・交通機関利用者…6箇月定期券相当額
・交通用具（自動車・ﾊﾞｲｸ等）利用者
　…距離・用具に応じて2,000円～31,600円

・借家…家賃に応じて0円～27,000円

国の制
度との
異　同

・部　長…90,000円　　・理　事…80,000円
・副理事…65,000円　　・課　長…60,000円
・参　事…55,000円　　・課長補佐…45,000円
・主　幹…40,000円

274

支給実績（平成30年度決算）

全域

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給実績（平成30年度決算）

支給対象地域

千円

千円0

支給実績
(平成30年度決算)

282

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

支給実績（平成29年度決算）

106,393支給額

内容及び支給単価

管理職手当

6

・配偶者…6,500円（8級職員は3,500円）
・扶養親族…子10,000、子以外6,500円
※満16歳～22歳の子への加算…5,000円

579

通勤手当

1,379

異

同

417

2,474

100

590

5,485

6

19.1

（平成30年度決算）

274,371

支給職員1人当たり

71,008

平均支給年額

同

支給実績
(平成30年度決算)

千円

同 234,351

支給率 国の制度（支給率）

139,937

244,646

支給対象職員数

左記職員に対する
支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算）

千円

26,340

107,475

国の制度
と異なる
内　　容

120,482
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５　特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

（平成30年度支給割合）

月分

（平成30年度支給割合）

月分

給料月額×50/100 円※

( 円 )

給料月額×28/100 円

( 円 )

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合に
　　　　　おける退職手当の見込額です。                                 

※ 市長の退職手当は、現在の任期中支給しないこととしています。

６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

人口１万当たり職員数 人

（類似団体の人口１万当たり職員数 人）

人口１万当たり職員数 人

（類似団体の人口１万当たり職員数 人）

[ ] [ ] [ ] 人口１万当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

異動不補充・事務移管による減

欠員補充による増

異動不補充・機構改革に伴う減、体制強化による増

主な増減理由

＜参考＞

機構改革に伴う減、体制強化による増

異動不補充による減、体制強化による増

副 市 長

33.8

任期毎

10,039,680 任期毎

給

料

区　　分

保健センター移転に伴う体制強化による増

481,000

＜参考＞

-8

0

-3

45.6

（支給時期）

1,000,000

117

教育部門

14

小　計

0

4.45

平成31年

39

632

消防部門

合　　計

0

平成30年

82

その他

22

700,000

747,000

352

公
営
企
業
等

会
計
部
門

下水道

水道

41

12

37

4.45

0

660,000

830,000

880,000

給　料　月　額　等

450,000

45

77

40

87

5

17

2

副 市 長

議会

610,000

5

570,000議 員

市 長

副 市 長

職員数

（１期の手当額）

0

小　計

021

1

784

46

358

550

10

退職不補充・機構改革に伴う減、体制強化による増67

51.17

60

621

79

784

-11

0

-3

21

-14

39

542

19

81

農林水産

総務

税務

衛生

一
般
行
政
部
門

民生

土木

労働

計

商工

　　　　　区分

部門

議 長

副 議 長

市 長

期
末
手
当

議 員

退
職
手
当

備　考

普
通
会
計
部
門

760,000

670,000副 議 長

620,000

報

酬

市 長

議 長

退職・異動不補充による減

370,000

退職不補充による減、機構改革・体制強化による増

390,000

516,000

＜参考＞

0 58.63

116 114

24,000,000

対前年
増減数

-1

12

-3

1,030,000

6

138

（算定方式）

117

2

11,155,200

-2

8



（２）年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）

　

（３）職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

78

～～

108

78

647

(-9%)

(-5.5%)

-7

632 621 -34

-27

82

(-5%)543

(4.5%)

(6%)117

2870

31年

56歳

621

7115110

558

117

359

27年

398

6781

656

550

総合計 643

85

655

85 85

570

86

24歳

62

66

64

人

396

28年

31歳

82

過去５年間
の増減数(率)

79 73

29年

(-10.3%)

9344

361376

公営企業等会計計

普通会計計

110

570 562

23歳

人人

消　　防

～

43

人

193

～

20歳20歳

職員数
人

一般行政

26年
　　　　　年度
 部門別

区　分

未満

教　　育

28歳

27歳

352

44

3

-37

以上55歳

30年

人 人

40歳

人

39歳

人

32歳

人

59

人人

～～

43歳

52歳

35歳

36歳

47歳

～～

48歳

～

人

51歳

60歳44歳

59歳

～

計

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比 

５年前の構成比 

% 
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７　公営企業職員の状況

（１）水道事業

  　①職員給与費の状況（決算）

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 平成29年度の職員給与費率

千円 千円 千円 ％ 　 ％

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費43,510千円を含みません。

　　　　　　ＡＡ Ｂ

 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「基本給」とは、給料と扶養手当、地域手当の合計額です。

      ２　「平均月収額」とは、基本給と毎月支払われる住居手当や時間外勤務手当などのほか、前年度の期末勤勉手当年額を　　　　 

　　　　12で除して得た額を含むもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成30年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ )月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～20％

・管理職加算　無し

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　地域手当

（平成３１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

6,148

支給対象職員数

職員給与費

－

一般行政職の制度（支給率）

335,523

6,476

一人当たり給与費

基本給

河内長野市水道事業

146,544

区分
総費用 純損益又は実質収支 職員給与費率

１人当たり平均支給額（平成30年度）

(参考)全国市町村平均

給与費 B/A

職員数

区　分

1,472

平成30
年度

区分

341,066

計

43.4

36,50883,796 136,00415,700

職員手当

一人当たり

152,600

全国市町村平均

6.6

542,166

平均年齢

7.0

1.85

平均月収額

－

平成30
年度

21

給料

河内長野市水道事業

1.45

1,505

１人当たり平均支給額（平成30年度）

支給実績（平成30年度決算）

全域 6 6

5,911

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 227

25

支給率支給対象地域

給　　　与　　　費

511,425全国市町村平均 44.2

2.60

2,303,132

0.90

期末・勤勉手当

10



ウ　特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

千円

　円

　％

水道企業職員 時間外緊急呼出作業 １回　1,000円

水道企業職員 有害化学薬品等取扱作業 １日　300円

水道企業職員 高圧電気取扱作業 １日　300円

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月

　　　　１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

　　　　く。）であり、短時間勤務職員を含む。

オ　その他の手当（平成３１年４月１日現在）  

円

円

円

円

0

0

0

支給実績
(平成29年度決算)

0

670,0004,020

千円

1,147

79,082

229,320

千円

千円支給額

（平成30年度決算）

支給実績（平成30年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度）

主な支給対象職員手当の名称
左記職員に対する

支給単価

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

0.0

1,661

異

2,235

支給実績
(平成30年度決算)

千円

千円

千円

89

・借家…家賃に応じて0円～27,000円 同

通勤距離2km以上の職員に支給
・交通機関利用者…6箇月定期券相当額
・交通用具（自動車・ﾊﾞｲｸ等）利用者
　…距離・用具に応じて2,000円～31,600円

同

・配偶者…6,500円
・扶養親族…子10,000、子以外6,500円
※満16歳～22歳の子への加算…5,000円

同

高圧電気取扱手当

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算）

国の制
度との
異　同

1,770

国の制度
と異なる
内　　容

・部　長…90,000円　　・理　事…80,000円
・副理事…65,000円　　・課　長…60,000円
・参　事…55,000円　　・課長補佐…45,000円
・主　幹…40,000円

管理職手当

住居手当

通勤手当

内容及び支給単価

扶養手当

有害物取扱手当

緊急事故災害呼出手当

支給実績（平成30年度決算）

手当名

3

支給実績（平成29年度決算） 1,634

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 96

平均支給年額

支給職員1人当たり

223,450

千円

11



（２）下水道事業

  　①職員給与費の状況（決算）

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 平成29年度の職員給与費率

千円 千円 千円 ％ 　 ％

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費68,774千円を含みません。

　　　　　　ＡＡ Ｂ

 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「基本給」とは、給料と扶養手当、地域手当の合計額です。

      ２　「平均月収額」とは、基本給と毎月支払われる住居手当や時間外勤務手当などのほか、前年度の期末勤勉手当年額を　　　　 

　　　　12で除して得た額を含むもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成30年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ )月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～20％

・管理職加算　無し

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　地域手当

（平成３１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

6,128

一人当たり給与費

区分
総費用 純損益又は実質収支 職員給与費 職員給与費率

平成30
年度 3,017,827 △ 41,079 81,667 2.7 2.6

区分
職員数 給　　　与　　　費 一人当たり (参考)全国市町村平均

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 給与費 B/A

平成30
年度 22 81,172 17,741 33,770 132,683 6,031

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

河内長野市下水道事業 41.9 315,420 502,586

全国市町村平均 43.2 339,266 510,928

河内長野市下水道事業 全国市町村平均

１人当たり平均支給額（平成30年度） １人当たり平均支給額（平成30年度）

1,535 1,502

－
2.60 1.85

1.45 0.90

－

支給実績（平成30年度決算） 5,282

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 252

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

全域 6 21 6

12



ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月

　　　　１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

　　　　く。）であり、短時間勤務職員を含む。

エ　その他の手当（平成３１年４月１日現在）  

円

円

円

円

手当名 内容及び支給単価
国の制
度との
異　同

国の制度
と異なる
内　　容

支給実績
(平成30年度決算)

支給職員1人当たり

平均支給年額

（平成30年度決算）

支給実績（平成29年度決算） 1,212

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 93

支給実績（平成30年度決算） 2,113

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 132

扶養手当
・配偶者…6,500円
・扶養親族…子10,000、子以外6,500円
※満16歳～22歳の子への加算…5,000円

同 3,437 千円

千円 285,300

312,455

住居手当 ・借家…家賃に応じて0円～27,000円 同 571

同 1,672 千円 87,997

管理職手当

・部　長…90,000円　　・理　事…80,000円
・副理事…65,000円　　・課　長…60,000円
・参　事…55,000円　　・課長補佐…45,000円
・主　幹…40,000円

異 支給額 3,420 千円 570,000

通勤手当

通勤距離2km以上の職員に支給
・交通機関利用者…6箇月定期券相当額
・交通用具（自動車・ﾊﾞｲｸ等）利用者
　…距離・用具に応じて2,000円～31,600円
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